
（ ）

当初予算＋補正予算に対す
る執行額の割合（％）

95% 85% 87%

一般会計

根拠法令
（具体的な

条項も記載）

内閣府設置法
北方領土問題等の解決の促進のための特別措置に関
する法律

主要政策・施策

77

実施方法

26年度

北方領土返還要求運動推進等経費 担当部局庁 北方対策本部 作成責任者

事業開始年度

直接実施、委託・請負

担当課室 - 参事官　荒木　潤一郎

事業名

会計区分

29年度

-

翌年度へ繰越し -

計

28年度

その他の事項経費

-

事業概要
（5行程度以
内。別添可）

30年度要求

予算
の状
況

27年度

①北方領土返還運動の推進、このための在るべき啓発手法の検討等
②北方領土隣接地域における広報啓発活動の充実を通じた、返還運動の活性化
③北方地域に関する諸問題について実情等を把握するための調査を実施、施策に資する資料を作成
※北方領土隣接地域（根室市、別海待ち、中標津町、標津町、羅臼町の1市4町）

-

85

- -

- -

-補正予算

予備費等

当初予算 75

--

81

昭和４３年度
事業終了

（予定）年度

主要経費

事業の目的
（目指す姿を簡
潔に。3行程度

以内）

　内閣府設置法、北方領土問題等の解決の促進のための特別措置に関する法律等に基づき、北方領土問題その他北方地域に関する諸問題についての
国民世論の啓発及び元島民後継者対策推進事業等を推進する。とりわけ、北方領土隣接地域における広報啓発活動を充実させ、返還要求運動を活性化
させるための隣接地域振興啓発事業の推進等を図る。

前年度から繰越し - -

平成２９年度行政事業レビューシート 内閣府

執行額

85 77 75 73 0

65.7 65.2

執行率（％） 95% 85% 87%

北方領土問題等の解決の促進を図るための基本方針
（平成22年４月　府・外・国　告示第１号）

-

73

関係する計画、
通知等

31

3

2

73 0

事業番号 0107

-

29年度当初予算

37

予算額・
執行額

（単位:百万円）

歳出予算目

庁費

諸謝金

職員旅費

委員等旅費

計

平成29・30年度
予算内訳

（単位：百万円）

主な増減理由30年度要求



根拠として用いた
統計・データ名

（出典）
北方対策本部において統計

根拠として用いた
統計・データ名

（出典）
-

根拠として用いた
統計・データ名

（出典）
（財）日本修学旅行協会「データブック教育旅行年報」「教育旅行白書」、（社）北海道観光振興機構「報告書」

29年度
活動見込

30年度
活動見込

-

10

-

29年度
活動見込

30年度
活動見込

- -

40

根拠として用いた
統計・データ名

（出典）
北方対策本部において統計

単位当たり
コスト

単位

X=修学旅行誘致事業経費
Y=修学旅行で北方領土隣接地域を訪問した学校数

成果目標及び
成果実績

（アウトカム）

定量的な成果目標

単位当たり
コスト

算出根拠

当初見込み

回数

百万円

活動指標

計算式 　x / y

26年度 27年度 28年度
活動指標及び

活動実績
（アウトプット）

活動指標

単位

校数

北方領土隣接地域を訪れ
た学校数

成果実績

目標値 校数

定量的な成果目標

修学旅行誘致事業で誘致活動を行った件数

算出根拠

29年度活動見込

1.9 0.6 0.8

活動実績

28年度

百万円

活動実績 件数

当初見込み 件数

単位

　x / y

％

北方対策本部が主催若しくは関係団体と協力して実施
する北方領土問題の啓発を目的とした講演会やパネル
展等のイベントの開催回数

全国各地で開催される北
方領土問題の解決の促進
に資する行事の回数（（独）
北方領土問題対策協会が
主催する行事を除く。）を平
成30年度まで100回以上実
施する。

達成度 ％

26年度

回数

4.0/6

0.7 0.5 0.8

計算式

北方領土隣接地域を修学
旅行で訪れた学校数を前
年度以上に増加させ平成
30年度までに15校以上に
引き上げる。

9.0/13

％

回数

全国各地で開催される北
方領土問題の解決の促進
に資する行事等の情報を
北方対策本部ホームペー
ジに掲載する回数を月1回
以上から平成30年度まで
に年24回以上までに引き
上げる。

定量的な成果目標

成果指標

回数

達成度 ％

全国各地で開催される北
方領土問題の解決の促進
に資する行事等の情報を
北方対策本部ホームペー
ジに掲載する回数

目標値

成果指標 27年度

全国各地で開催される北
方領土問題の解決の促進
に資する行事の回数（（独）
北方領土問題対策協会が
主催する行事を除く。）

成果実績

件数

成果指標 単位

中間目標

成果目標及び
成果実績

（アウトカム）

成果目標及び
成果実績

（アウトカム）

定量的な成果目標

30

単位

ｘ=北方対策本部が主催若しくは関係団体と協力して実
施する北方領土問題の啓発を目的とした講演会やパネ

ル展等のイベントの開催にかかった費用
Y=イベント等の開催回数

単位当たり
コスト

28年度
中間目標

151143

単位 26年度

27年度 28年度

単位当たり
コスト

達成度

成果実績

目標値

成果指標 単位

回数成果目標及び
成果実績

（アウトカム） 回数

北方対策本部ホームペー
ジへのアクセス件数を前年
度以上に増加させ平成30
年度までに15万件以上に
引き上げる。

北方対策本部ホームペー
ジへのアクセス件数

成果実績 件数

目標値

活動指標及び
活動実績

（アウトプット）

単位

8 8 10

19.3/10

27年度

6.0/8

目標最終年度

100 100 100 - 100

年度

30 年度

-

24

-

121.6 82.9 186 - -

6.4/13

134,146

7.1/9

150,000

29年度活動見込

年度

146 143 151 - -

26年度 27年度 28年度
目標最終年度

340 200

24

48 50

24

208 -

-

-

達成度

51

-

15

年度 年度30

30 年度

-

中間目標 目標最終年度

- 年度

- 15

100 100 70 - -

26年度 27年度 28年度
中間目標 目標最終年度

29 年度

161,896 134,146 250,715 - -

133,150 161,896 250,715

-

- -

13 13

26年度 27年度 28年度

13 13 9

13

-146

26年度

10 6 8

40 40 40

27年度 28年度

54 44 70

26年度



政
策
評
価

政
策
評
価

、
経
済
・
財
政
再
生
ア
ク
シ

ョ
ン
・
プ
ロ
グ
ラ
ム
と
の
関
係

150,000

目標年度

- 年度 30

134,146 -133,150 161,896

年度

数 1,623

単位 26年度 27年度

250,715 -

目標値 件数

28年度
中間目標

27年度 28年度

10,899 -

-

30

-

146 143 151 - -

目標値 回数 100

設置数実績値

100

- 年度

定量的指標
年度

設置数 40

100

47

定量的指標 単位 26年度 27年度 28年度

1,839

「北方領土問題教育者会議」の設置数

134,146

100 -

中間目標 目標年度

本事業の成果と上位施策・測定指標との関係

北方領土問題の早期解決のため、粘り強い外交交渉を後押しする国民世論の啓発、特に、若い世代への啓発として、修学旅行生等への学習機会の
拡充などを実施することにより、国民の正しい理解と関心の促進を図ることが見込まれる。また、返還要求運動の原点とも言うべき北方領土隣接地域
における振興啓発事業を支援することにより、返還要求運動の活性化を図ることが見込まれる。

- 30
定量的指標

-

997 1,623

年度
26年度

1,839

目標年度

- 年度 30 年度

- 1,840目標値 数

年度

中間目標

実績値 件数 161,896

単位

42 44 44

中間目標 目標年度

-

目標値

北方対策本部ホームページへのアクセス件数
※目標値は前年度比増としている。

42 44

全国各地で開催される北方領土問題の解決の促進に
資する行事（（独）北方領土問題対策協会が主催する行
事を除く。）の回数

実績値 回数

施策 ５６　北方領土問題解決促進のための施策の推進（政策19-施策①）

政策 １９．北方領土問題の解決の促進

定量的指標 単位 26年度 27年度 28年度

測
定
指
標

-

「エリカちゃん」フェイスブックの「いいね」の数
※目標値は前年度比増としている。

実績値



国土交通省

事業番号 事業名所管府省名

北方領土隣接地域振興等経費

○

北方領土問題に関する国民世論の啓発等は、北方領土問
題等の解決の促進のための特別措置に関する法律によって
「国の責務」とされており、国が主体的に実施していく必要が
ある。

○

評　価項　　目

北方領土問題に関する国民世論の啓発等は、北方領土問
題等の解決の促進のための特別措置に関する法律によって
「国の責務」とされており、国が主体的に実施していく必要が
ある。

活動実績は見込みに見合ったものであるか。

○

返還要求運動の推進に資する事業等を限定して執行した。

○

改善の
方向性

　北方領土返還要求運動に関する広報啓発事業について、出来るものにはアンケート調査等の効果測定を実施するなど、事業の分析・把握を
行い、効果的で効率的な広報啓発に努める。

　返還要求運動は幅広い年齢層への普及・啓発が必要であるが、中でも若い世代の北方領土問題の認知度が低いことから、次代を担う若い
世代への知識の普及・啓発を推進していくことが必要なところ。
　平成２８年度は地域における北方領土問題啓発事業の在り方調査やシネアド広告など地域の特性を踏まえた若い世代向けの広報啓発を実
施した。

○

事業の効果の把握が難しい広報啓発事業ではあるが、出来
るものにはアンケート調査等の効果測定を実施し、事業の分
析・把握を行っている。

不用率が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載）

　国土交通省の北方領土隣接地域振興等経費は、「北方領
土隣接地域の振興及び住民の生活の安定に関する計画」に
基づき、１市４町が実施する基幹産業の振興等に係る事業を
対象にした補助事業であり、北方領土隣接地域振興対策根
室管内市町連絡協議会が行う北方領土隣接地域における
返還要求運動の広報啓発活動とは事業が重複しないよう役
割分担が図られている。

事業実施に当たって他の手段・方法等が考えられる場合、それと比較してより効果
的あるいは低コストで実施できているか。

広報啓発活動は事業効果が把握しにくいが、できるだけ参加
者の数や意見等の把握に努め、事業の改善につなげてい
る。

関連する事業がある場合、他部局・他府省等と適切な役割分担を行っているか。（役
割分担の具体的な内容を各事業の右に記載）

○

○

事
業
の
効
率
性

その他コスト削減や効率化に向けた工夫は行われているか。

○

原則として一般競争入札に付しており、競争性を保っている
が、返還要求に関する当該地域のニーズ等を充分踏まえた
ものとし、地元自治体との連携や地域に密着した振興啓発事
業を実施することが必要不可欠であることから北方領土隣接
地域振興対策根室管内市町連絡協議会と随意契約を締結し
ている。

資金の流れの中間段階での支出は合理的なものとなっているか。

有

単位当たりコスト等の水準は妥当か。

戦後70年が経過し、いまだ解決されていない北方領土問題
は国の最重要課題であり、日露間の外交交渉を後押しする
ための国内世論の啓発は、優先度が高い。

年度によって実施した事業件数や事業規模に差があり、単
位当たりコストにばらつきがみられるが、妥当なものと考えて
いる。

事業の目的は国民や社会のニーズを的確に反映しているか。

○

‐

○

一般競争契約、指名競争契約又は随意契約（企画競争）による支出のうち、一
者応札又は一者応募となったものはないか。

競争性のない随意契約となったものはないか。

北方領土隣接地域振興対策根室管内市町連絡協議会が行
う事業を除き、原則として一般競争入札を実施しておりコスト
削減に努めている。

全国各地で開催される北方領土問題の解決の促進に資する
行事等の情報をホームページに掲載する回数、ホームペー
ジへのアクセス件数、全国各地で開催される北方領土問題
の解決の促進に資する行事の回数は大幅に上回っている。

‐

整備された施設や成果物は十分に活用されているか。

関
連
事
業

‐

事
業
の
有
効
性

成果実績は成果目標に見合ったものとなっているか。

修学旅行誘致事業で誘致活動を行った件数は、大幅に上
回っている。

点
検
・
改
善
結
果

費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。

○

受益者との負担関係は妥当であるか。

地方自治体、民間等に委ねることができない事業なのか。

政策目的の達成手段として必要かつ適切な事業か。政策体系の中で優先度の高い
事業か。

競争性が確保されているなど支出先の選定は妥当か。　

評価に関する説明

有

○

点検結果

国
費
投
入
の
必
要
性

事業所管部局による点検・改善

繰越額が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載） ‐



※平成28年度実績を記入。執行実績がない新規事業、新規要求事業については現時点で予定やイメージを記入。

0151

0108

0104

0158

0106

0154

0113平成25年度 平成26年度 平成27年度

平成23年度

外部有識者の所見

資金の流れ
（資金の受け取
り先が何を行っ
ているかについ
て補足する）

（単位：百万円）

平成24年度

関連する過去のレビューシートの事業番号

平成28年度

行政事業レビュー推進チームの所見

備考

○　財務省予算執行調査　２４年度（２）北方対策費（広報関係経費）
　http://www.mof.go.jp/budget/topics/budget_execution_audit/fy2012/sy2407/02.pdf

平成22年度

所見を踏まえた改善点/概算要求における反映状況

注１

＊四捨五入の関係で合計に不一致あり。

３３百万円 １８百万円 ４百万円 ２百万円

内閣府

※６５百万円

啓発・後継者対策事業の企画
及び実施等

【随意契約（その他）】 【一般競争契約（総合評価入札）】 【一般競争契約（最低価格）】 【一般競争契約（最低価格）】

A．北方領土隣接地域振興対策根

室管内市町連絡協議会
B．株式会社　博報堂

C.一般財団法人北海道総合
研究調査会

D.株式会社　電通

イベントの実施、学習機会の提

供及び研修の実施、パネル展開

催、修学旅行補助等

北方領土啓発事業の在り方調

査
北方地域総合実態調査 シネアド広告

【随意契約（少額）】 【随意契約（少額）】

E．民間会社（１２社）
F．個人（職員及び委員等旅

費）

６百万円 ２百万円

消耗品、印刷製本費等
現地視察及び会議出席旅費、

会議出席謝金

注１）北方領土隣接地域振興対策根室管内市町連絡協議会は、北方領土隣接地域である根室市、別海町、標津町、中標津町、羅臼町の
１市４町が、各事業実施、調整のために組織した協議会である。



　チェック

18

庁費

金　額
(百万円）

A.北方領土隣接地域振興対策根室管内市町連絡協議会

講師等謝金　等

費目・使途
（「資金の流れ」に
おいてブロックご
とに最大の金額

が支出されている
者について記載
する。費目と使途
の双方で実情が
分かるように記

載）

謝金

役務 会場等設営、広告費　等 2

2.3

旅費 講師等旅費　等

地域における北方領土問題啓発事業の在
り方調査一式

7.9

使　途

借上費

印刷製本、昼食代、消耗品　等 3.6

管理費 一般管理費

B.株式会社　博報堂
金　額

(百万円）

14.5

費　目 使　途

2.9

計 32.5 計 18

人件費等 北方地域総合実態調査一式 3.7 その他 上映料金（全国１９劇場）

金　額
(百万円）

費　目 使　途
金　額

(百万円）

人件費等
大型バス・レンタカー、船舶、会場、宿泊所
等

費　目

C.一般財団法人北海道総合研究調査会 D.株式会社　電通

費　目 使　途

1.6

計 3.7 計 2.3

使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

計 0 計

E.ゆうばり国際ﾌｧﾝﾀｽﾃｨｯｸ映画祭実行委員会他 F. 個人

費　目

費目・使途欄についてさらに記載が必要な場合はチェックの上【別紙２】に記載

0



支出先上位１０者リスト

A.

B

C

D

E

長谷工システムズ 8010401037161 印刷製本 0.2
随意契約
（少額）

- -

法政大学志雄会 4010005002359
霞が関子供縣濁デーにお
けるブース設営等

0.2
随意契約
（少額）

- -

ｵﾎｰﾂｸ網走ﾌｨﾙﾑﾌｪ
ｽﾃｨﾊﾞﾙ実行委員会

- 映画祭での広告の上映 0.8
随意契約
（少額）

- -

株式会社アライ印刷 6010901000777 印刷製本 0.6
随意契約
（少額）

- -

北海道倶楽部 5010005003488 印刷製本 0.5
随意契約
（少額）

- -

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数

（応募者数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

ゆうばり国際ﾌｧﾝﾀｽ
ﾃｨｯｸ映画祭実行委
員会

- 映画祭での広告の上映 1
随意契約
（少額）

- -

株式会社　電通 4010401048922 シネアド広告 2.3
一般競争契約
（最低価格）

2 -

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数

（応募者数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

北方領土隣接地域
振興対策根室管内
市町連絡協議会

1

入札者数
（応募者数）

落札率契約方式等

随意契約
（その他）

- -

法　人　番　号

- 33

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

北方領土隣接地域振興啓
発事業

-1

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数

（応募者数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

株式会社　博報堂 8010401024011
地域における北方領土問
題啓発事業の在り方調査

18
一般競争契約
（総合評価）

2

1
一般財団法人北海
道総合研究調査会

5430005010797 北方地域総合実態調査 3.7
一般競争契約
（最低価格）

1 -

1

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数

（応募者数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

1

2

5

6

3

4

株式会社　博報堂 8010401024011 車内ビジョンの放映 0.9
随意契約
（少額）

- -

ＴＳＰ太陽㈱ 1013201003703
サッポロビール道産子感謝
Ｄａｙにおける啓発活動

1
随意契約
（少額）

- -

9

10

7

8

ﾉｰﾏｯﾌﾟｽ実行委員会 - 映画祭での広告の上映 0.5
随意契約
（少額）

- -

株式会社　バス21 8010001078639 啓発用ステッカーデザイン 0.3
随意契約
（少額）

- -

支　出　額
（百万円）

支　出　先 業　務　概　要



F

個人Ｆ - 〃 0.1 その他 - -

個人Ｇ - 〃 0.1 その他 - -

個人Ｉ - 〃 0.1 その他 - -

個人Ｂ - 〃 0.1 その他 - -

個人Ｃ - 〃 0.1 その他 - -

個人Ｅ - 〃 0.1 その他 - -

2

3

1

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数

（応募者数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

6

7

4

5

個人Ｄ - 〃 0.1 その他 - -

個人Ａ - 職員旅費 0.1 その他 - -

10

8

9

個人Ｈ - 〃 0.1 その他 - -

個人Ｊ - 〃 0.1 その他 - -
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